
「環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に関する法律の一部を改正

する法律」の成立について 

 

平成３０年６月２９日 

公 正 取 引 委 員 会  

 

我が国を含む１１か国により平成３０年３月８日に署名された環太平洋パートナーシッ

プに関する包括的及び先進的な協定（以下「ＴＰＰ１１協定」という。）の締結に伴い，独

占禁止法の違反の疑いについて公正取引委員会と事業者との間の合意により自主的に解決

する制度（確約制度）の導入を内容とする独占禁止法の一部改正を含む「環太平洋パート

ナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に関する法律」（平成２８年法律第１０８号。

以下「ＴＰＰ整備法」という。）について所要の改正を行うため，本年３月２７日に国会に

提出された「環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に関する法律の

一部を改正する法律案」は，本日，参議院本会議において可決，成立した。 

 

１ 国会の審議状況  

第１９６回国会 

平成３０年 ５月 ８日 衆議院   本会議    趣旨説明・質疑 

 ５月１１日 衆議院  内閣委員会   提案理由説明 

        ５月２３日 衆議院  内閣委員会   質疑・採決 

        ５月２４日 衆議院   本会議    採決 

        ６月 １日 参議院   本会議    趣旨説明・質疑 

      ６月１４日 参議院  内閣委員会   趣旨説明・質疑 

      ６月２８日 参議院  内閣委員会   質疑・採決 

６月２９日 参議院   本会議     採決 

 

２ 法律の概要（参考１参照） 

(1) 題名の改正 

ＴＰＰ整備法の題名を「環太平洋パートナーシップ協定の締結及び環太平洋パート

ナーシップに関する包括的及び先進的な協定の締結に伴う関係法律の整備に関する法

律」に改正する。 

 

  

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局官房参事官・経済取引局総務課企画室 

電話 ０３－３５８１－５４７７（直通） 

ホームページ https://www.jftc.go.jp/ 



(2) 施行期日の改正 

  独占禁止法の改正規定を含むＴＰＰ整備法の規定（一部の規定を除く。）について，

施行期日をＴＰＰ１１協定が日本国について効力を生ずる日（発効日（注））とする。 

  （注）少なくとも６か国がそれぞれの国内法上の手続を完了した旨を寄託者（ニュー

ジーランド）に通報した日の後６０日で発効。  

 

  ※ 改正後のＴＰＰ整備法により独占禁止法に導入される確約手続の概要については

参考２参照。 

 

３ 施行期日 

「環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に関する法律の一部を

改正する法律」の公布の日（一部の規定を除く。）。 

  


